
①　状況の把握
　の強化継続
②　事態警戒本部
　の設置
③　態勢Ⅲ準備
・状況の把握
・計画の修正
・所要の調整等
・対策本部設置
・国民保護措置の
準備

①　国民保護保護
　(災害)対策本部
　の設置
②　国民保護措置
　等実施態勢

情勢の悪化～
国内情勢不安
定化

予測事態認
定・広域避難
開始

態勢Ⅱ

①　限定的
　対応
②　保護措
　置準備

態勢Ⅲ
国民保護措置
等に町全力を
もって対応

国民保護措置等に係る態勢確立の基準及び行動の概要

予想状況

   別紙６
7.01.08

意　義

①　緊急事態連絡
　室の設置
②　武力攻撃事態
　等に係る情報
　収集及び状況の
　把握の強化

参集の基準

情勢の変化

原因不明の事
故発生

目　的 発令判断の基準

態勢Ⅰ
状況把握の強
化

①　情勢が変化(悪化)し、さらに緊迫する
　可能性がある
②　事態予想地域におけるテロ事案等発生
③　国の判断が１ランクアップ
　ア　国が他自治体に対策本部設置指定等
　　事態対処を発令・検討した場合、
　または
　イ　県内の地方公共団体が対策本部設置
　　の指定を受けた場合
④　国内でテロを疑われる大事故災害等
　発生
⑤　町域で、不審者等の情報がある

①　連絡室要員

②　担当課職員

①　以下の情報収集・処理・共有
　ア 関連周辺情勢
　イ 国・県等の状況
　ウ 町域の治安・在留外国人の状況
　エ 自衛隊・警察の状況
②　住民に対する必要な情報の伝達
    ・広報及び住民電話対応
③　態勢Ⅱ上申・状況判断資料作成
④　その他命じられた事項
⑤　担当課による24時間態勢
⑥　要請により広域避難受入検討

態　勢

①　国が、緊急対処事態、武力攻撃予測
　事態を認定
②　情勢不安定の下、長距離ミサイルの
　着弾、大規模事案が発生し、多数の人的
　被害が発生
③　国より、国民保護対策本部設置等の
　指定を受けた場合
　　（③以外は全て独自の開設）

①　参集可能な全関係職員
      上記に加え
◆本部：
　　＋受援班
　　＋物流管理・輸送調整班
　　＋次期対応準備班
◆対策チーム
　　＋ｲﾝﾌﾗ復旧
　　（道路・農林・上下水）
　　＜災害時住宅相談窓口＞
　　＜遺体対応班＞
◆消防団
◆協定締結業者
◆情報連絡員（リエゾン）
◆ボランティアセンター

①　関連情勢、町内治安情報を収集
②　関係機関の状況把握
③　住民への情報伝達
④　必要に応じ、自主避難所開設
⑤　国民保護措置の必要事項の具体
　化、準備等
⑥　関係機関に連絡要員派遣要請
⑦　態勢Ⅲの上申
⑧　担当職員の当直態勢から参集
   職員による24時間態勢に移行
⑨　本部会議実施

行動の概要

①　情報伝達・警報の徹底
②　事案発生時、緊急退避（避難）
　指示
③　避難誘導/支援・安否確認
④　避難所、救護所等開設
⑤　必要に応じ、暫定的な閉庁措置
　を上申
⑥　当初の本部態勢で人員が不十分
   な場合、閉庁等による全庁態勢を
   もって対応
⑦　事案発生時、現地本部班派遣・
   状況把握・規制線設置
⑧　必要に応じ、遺体安置所開設

①　災害警戒本部に準じた
   参集(50%)
◆本部：・総括班
　　　　・合同調整所
　　　　・情報班
　　　　・情報発信・広報班
　　　　・電話対応班
　　　　・管理支援班
◆対策チーム
　　　　・避難所
　　　　・災害医療
　　　　・教育対策
②　状況に応じ、必要なチーム
　等を参集

①　情勢がさらに緊迫（外交悪化、対象国
　／部隊集中・動員、示威行動）

②　県内でテロを疑われる大事故災害等
　発生

③　町域で対象国外国人が集合・集会・
　暴徒化等発生し、町としての対応が必要



２　死亡住民

（上記①～⑦に加えて）

④　男女の別

⑤　住所（郵便番号含む）

⑧　死亡の日時、場所及び状況

⑨　遺体が安置されている場所

⑩　連絡先その他必要情報

⑪　①～⑩を親族・同居者・知人以外の者からの照会に対し回答することへの同意

⑨　負傷又は疾病の状況

別紙９

⑪　連絡先その他必要情報

⑫　親族・同居者への回答の希望

⑬　知人への回答の希望

⑭　親族・同居者・知人以外の者への回答又は公表の同意

⑩　現在の居所

１　避難住民・負傷住民

①　氏名

②　フリガナ

安否情報のために収集・報告すべき事項

③　出生年月日

⑥　国籍

⑦　①～⑥のほか、個人を識別するための情報（前各号のいずれかに掲げる情報が不明である

 　場合において、当該情報に代えて個人を識別することができるものに限る。）

⑧　負傷（疾病）の該当
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避難実施要領に明示すべき事項(基準) 避難実施要領策定時実施すべき事項  避難実施要領作成の際の主な留意事項(県計画)

①　要避難地域の住所 ①　避難の指示の内容の確認
　（地域毎の避難の時期、優先度、避難要領の概要）

②　避難先（避難経路となる地域を含む）の住所
及び施設名

②　県に避難先の細部情報を確認 　　避難先の住所及び施設名を可能な限り具体的に記載する。

③　避難住民の誘導の実施要領、実施単位
③　避難住民数の把握
　（行政区自治会等に依頼するとともに、必要に応じ職員派遣）

　　避難が必要な地域の住所を可能な限り明示するとともに、自治会、町内会、事務所
等、地域の実情に応じた適切な避難の実施単位を記載する。

④　避難住民の集合場所、集合場所への集合
方法・交通手段等

④　避難要領の決定
　（屋内避難、徒歩による移動避難、長距離避難）

　　避難住民の誘導や運送の拠点となるような、一時集合場所等の住所及び場所名
を可能な限り具体的に明示するとともに、集合場所への交通手段を記載する。

⑤ 避難誘導の際の集合時間、交通手段、出発時刻、避
難の経路

⑤　輸送手段等の調整・関係機関との調整・乗車区分
　（県との役割分担、集合場所等の選定）

　　避難誘導の際の交通手段の出発時刻や避難誘導を開始する時間を可能な限り具
体的に記載する。
　　集合後に実施する避難誘導の交通手段を明示するとともに、避難誘導の開始時間
及び避難経路等、避難誘導の詳細を可能な限り具体的に記載する。

⑧ 高齢者、障がい者等要配慮者（要支援者）の避難誘
導の方法・要配慮者利用施設の避難要領

⑧　要配慮者（要支援者）の避難要領・要配慮者利用施設の避難要領
（要支援者名簿、避難行動要支援者等支援班の設置）

⑧　外国人の避難要領 ⑧　要配慮者（外国人）の避難要領

⑨　避難間のペットの取扱い ⑨　避難間のペットの取扱要領・施設調整

⑩　要避難地域に残留者がないよう周知徹底
⑪ 残留者の確認方法及び避難後の要避難地域の防
犯・警戒要領

⑩　防災無線・巡回広報による、要避難地域内全員避難の徹底
⑪　避難間の防犯・警戒要領の調整

　　要避難地域に残留者が出ないよう、残留者の確認方法を記載する。

⑫　避難誘導からの離脱等問題が発生した際の
緊急連絡先等

⑫　移動間の不測事態対処（迂回経路・代替手段・対処要員等）
⑫　不測事態対処の担当部署(総括班）

　　問題が発生した際の緊急連絡先を記載する。

⑬ 避難住民等への避難誘導中の食料・水・医療・情報
等の支援内容・要領等

⑬　配分する食糧・飲料水の確保・集合場所等への輸送
　　避難誘導中に避難住民へ、食料・水・医療・情報等を的確かつ迅速に提供できるよ
う、それら支援内容を記載する。

⑭ 誘導担当職員、消防職団員等関係者の配置及び担
当業務、連絡先等（集合時）

⑭　職員の選定（配置割当）及び活動要領の指示
　　（集合場所受付等、連絡手段）

ⅻ　自衛隊等の行動と避難要領の調整＊＊

　　避難住民の避難誘導が迅速かつ円滑に行えるよう、関係市町村職員、消防職団
員の配置及び担当業務を明示するとともに、その連絡先等を記載する。

　　高齢者、障がいのある人、乳幼児等、自ら避難することが困難な者の避難誘導を
円滑に実施するために、これらの者への対応方法を記載する。

避難実施要領具体化のため検討すべき事項

*　  下線部は、国民保護法に規定された直ちに指示すべき内容

**　自衛隊等の行動と町の国民保護措置が競合する場合、県を通じて、国対策本部に現場の状況、調整の必要性等を報告する。

　　このため、現状避難上の必要性や緊急性等を準備し、国対策本部長からの情報提供の求めに適切に対応する。

⑥　集合後の安否確認及び連絡

⑦　集合に当たっての避難住民の留意すべき事項
　（携行品、服装等）

⑥　避難経路や交通規制の調整
　　（避難経路・自家用車等の使用に係る調整）

⑦　私有車の使用規制・家族等への連絡・避難先に応じた携行品等

　　集合後の町内会内や近隣住民間での安否確認、要配慮者への配慮事項等、集合
に当たっての避難住民の留意すべき事項を記載する。
　　避難住民の誘導を円滑に実施できるような必要最低限の医薬品等の携行品、身
軽で動きやすい服装について記載する。



別紙12

グループ 担当課  平素の業務

 ・武力攻撃事態等、国民保護措置に係る情勢の把握に関すること

 ・国民保護に関する各部課室間の調整、企画立案等業務の総括に関すること

 ・町国民保護計画の修正・更新に関すること

 ・町国民保護対策本部における業務の総括、各部課室間の調整、町の企画立案等に関すること

 ・国・県の事態に関する情報、国民保護に関する情報の収集・整理に関すること

 ・活動状況・職員の状況の把握・共有に関すること（災対本部総括班として)

 ・救援部隊との調整・運用に関すること（災対本部合同調整所として)

 ・住民に対する警報の内容の伝達・周知徹底及び緊急通報の内容の伝達の統制

 ・安否情報の収集・報告及び安否情報に関する質問及び回答に関すること

 ・住民の避難誘導について、避難実施要領等の具体化、伝達に関すること

 ・避難支援の構想等の具体化に関すること

 ・広域避難者の受入調整に関すること

 ・赤十字標章及び緊急車両標章の申請、特殊標章の交付・着用等に関すること

 ・その他本部長が命じた事項に関すること

合同調整所 総務課  ・関係機関（情報連絡員）との現地活動に関する総合調整に関すること

 ・被災現場等における、関係機関の活動に関する現場調整・支援  

 ・国民保護措置に係る町民等への広報に関すること

 ・国民保護措置対策本部が実施する、情報の伝達・警報の発令に関すること

 ・国民保護措置における町の記録に関すること

 ・情報班の開設・運営に関すること

 ・武力攻撃災害の情報、被害情報等の収集・整理に関すること

 ・不審者等町等の治安状況の収集・整理に関すること

 ・町対策本部の管理支援に関すること

 ・避難所等に対する物資の管理及び輸送調整に関すること

 ・事態収束後等における避難住民の帰還のための輸送調整に関すること*

 ・国民保護等従事者に対する管理支援（宿泊・給食等の支援）

 ・リエゾン、応援職員等に対する執務室等の割当て

財産活用課情通係  ・町情報通信基盤の維持・保守・復旧等

 ・町内・町外避難における避難者の受付・記録・避難誘導要避難支援に関すること

 ・住民の避難誘導の業務に関すること

 ・救援等に関する国民保護措置

 ・人的被害が発生した場合の埋火葬手続きに関すること

 ・国民保護措置に関する議会対応に関すること

 ・避難支援チーム・ご遺体対応チームの支援

 ・国民保護措置における粕屋医師会等との連携に関すること

 ・避難所等における健康管理支援に関すること

 ・医療救護所等の開設要請及び状況把握に関すること

 ・医療救護体制、医薬品等の供給体制の整備に関すること

 ・NBC攻撃による被害に対して町が実施すべき事項・対応要領の整理

 ・粕屋医師会との連携に関すること

 ・要配慮者、各要配慮者利用施設の国民保護措置に関すること

 ・高齢者、障がい者その他要配慮者の安全確保及び支援体制の整備に関すること
 
 ・避難者集合点及び避難所に関すること

 ・避難施設の運営体制の整備に関すること

 ・小・中学校の国民保護措置に関すること

 ・児童館、児童福祉施設の国民保護措置に関すること

 ・商工会及び町事業者に対する国民保護措置に関すること

 ・農林に対する国民保護措置に関すること

都市整備課  ・道路等の復旧に関すること

 ・復旧活動に関すること

 ・災害廃棄物に関すること

上下水道課  ・上下水道の復旧に関すること

 ・初動活動の後、関係課と連携して、救援の適用申請・業務

 ・税等徴収の減免等の計画
 

国民保護対応組織及び武力攻撃事態等における各部署の業務

税務課

総務課・(住民課)
共同

総務課

 部局名

まちづくり課

避難支援チーム
(避難誘導等実施時)

議会事務局

ご遺体対応チーム
(町域で避難発生時)

救援適用業務

総括班

広報・情報発信班

情報班 財政課

計画・統制
グループ

財産活用課
物資管理・輸送調整班
(町の避難時)

情報通信・管理支援
チーム
（警戒本部移行以降）

会計課

収納課

現地本部班

国民保護
医療対策チーム

避難所対策チーム

教育対策支援チーム

電話対応班

総括班等と共同

産業観光課

社会教育課

健康課

福祉課

インフラ保守・復旧
チーム

学校教育課

子ども育成課

復帰・復旧
グループ

＊復旧段階においては、本部の再編成等により、救援の適用申請、避難住民の帰還手続き等を行う

税務課

住民課

避難所・
住民支援
グループ
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県の指示等(例)


















